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本稿は，（財）農村金融研究会が（株）農林

中金総合研究所の委託により実施した「第

１５回森林組合アンケート調査結果」の概要

を紹介するものである。

この調査は，森林組合の動向，当面する

諸課題などを把握し，森林組合系統の今後

の業務展開に資することを目的に，農林中

央金庫森林部，（株）農林中金総合研究所，

（財）農村金融研究会が連携して毎年実施し

ている。

平成１４年度の調査は，森林の管理・施業

に関する森林組合の現状と課題に重点を置

き，「地域住民や下流域自治体等と森林組

合の連携」「作業班の確保・養成対策」「森

林組合の不在村所有者対策」「森林組合と

農協との連携」などを取り上げた。

調査対象組合は，全国１,０４３（１４年３月末

現在）の森林組合のなかから，都道府県ご

との偏りが生じないように選定した１００組

合で，継続性維持の観点から原則として前

年と同一の組合である。

対象組合の平均像および全国の森林組合

との対比は，第１表のとおりで，その平均

値は全国のそれをかなり上回っている。例

えば，組合員数は１.９倍，組合員所有の森林

面積は２.０倍，組合の出資金は２.９倍などと

なっている。

主な事業の取扱高（１３年度，１組合当た

り平均）は，販売１億５,９００万円（前年比△

４.８％），購買３,８００万円（４.１％），加工１億

８,８００万円（△７.２％），利用３億４千万円

（△１.２％）で，購買を除きいずれも１２年度

を下回っている。

１２年度対比，減少した組合の割合を部門

別にみると，販売（５８.２％），購買（６１.６％）

加工（７２.３％），利用（５２.０％）であり，加

工部門で減少した組合が多くなっている。

また，損益の状況（同前）は，事業総利

森林組合の現状と課題
―― 「第15回森林組合アンケート調査」結果から ――
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１　調査対象組合の概況と特徴
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第1表　調査対象組合の概況（全国の組合対比）�

組合数�

組合員数（人）�

常勤役職員数（人）�

作業班員数（人）�

組合員所有の森林面積（ha）�

出資金（百万円）�

（注）　全国の組合の計数は「森林組合統計」（平成１２年度）による。�

対象組合�
１００（Ａ）�

１００�

２，８１３�

２０�

６０�

１９，９６１�

１２３�

全国の組合�
（Ｂ）�

１，１５３�

１，４４８�

８�

３２�

９，９８３�

４２�

　　　 （Ａ/Ｂ）�

８.７％�

１.９倍�

２.５倍�

１.９倍�

２.０倍�

２.９倍�

２ 事業と経営の動向
――加工部門の不振が目立つ――



益１億４千万円，事業利益５００万円，経常

利益６００万円，税引前当期純利益９００万円と

なっている。

事業総利益は，全体ではすべての組合で

黒字だが，部門別にみると，利用部門を除

き，販売３組合，購買１組合，加工１６組合

が赤字となっている。

事業利益では，３６の組合で赤字を計上し

ており，地域別平均でみると，東北および

九州で赤字となっている組合が多い。また，

経常利益では２３の組合が，税引前当期純利

益では１８の組合が，赤字となっている。こ

のうち，東北が経常利益，税引前当期純利

益のいずれにおいても赤字となっている。

森林の保全，維持管理強化のために下流

域との連携が強く求められていることか

ら，連携して実施している事業の有無およ

びその内容について聞いたところ，「実施

している」組合が５５.０％で，その内容は，

「森林・山村体験学習」（３６.０％，複数回答）

が最も多く，次いで「住民・団体・自治体

などと共同での森林管理作業」（２１.０％，同），

「住民や団体などに対する森林購入の斡旋」

（１３.０％，同）である。

また，地域住民や下流域自治体等が，森

林の管理・施業費用を「負担している」と

する組合は５組合にすぎず，「負担してい

ない」とする組合が８８組合と圧倒的に多い

（残りの７組合は現在検討中）。負担の財源は，

「自治体の一般財源」４組合，「水道料に上

乗せして徴収」１組合である。

一方，組合管内の市町村・県などからの

支援・協力については，「組合員や森林組

合に対する林業機械購入代金の補助」

（５８.０％，複数回答）が一番多く，「指導事業

に対する補助」（５６.０％，同），「人件費・社

会保険料等の補助」（５５.０％，同）が続いて

いる。

山村の労働力確保が現場での重要な課題

であること，都市住民のボランティア活動

が労働力確保の点で注目されていること等

から，作業班員の確保・養成対策に関する

実情を聞いた。

作業班員数の確保状況は，「十分に確保

されている」（５１.０％）とするところが最も

多いが，地域別には，北陸，東海，近畿で

６０％を超えているのに対して，中国は３０％

台と低い。

「人数は確保されているが高齢」「季節的

な作業の繁閑にあわせた雇用が難しい」と

する意見もみられる。
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第2表　決算概況�

事業総利益�

経 常 利 益�

税引前利益�

１４４�

１２�

１３�

（注）　１１～１２年度と１３年度の対象組合は一部異なる。�

（単位 百万円, ％）�

１１年度�

１３５�

７�

７�

１２�

１４０�

６�

９�

１３�

３.７�

△１４.３�

２８.５�

１３�

増減率�

△６.２�

△４１.６�

△３８.４�

１２�

３　地域住民や下流域自治体等と
森林組合の連携について
――半数以上の組合が実施――

４ 作業班員などの確保・
養成対策について

――ボランテｲア活動への評価は賛否相半ば――



作業班員などの募集方法は，「自治体・

ハローワークを通じて募集」（５７.０％，複数

回答），「組合の役職員を通じて募集」

（４５.０％，同）が多く，今のところ募集方法

として「インターネットを活用」はまった

くみられない（第１図）。このほかでは，

「地元の農業高校へ求人依頼」「新聞にチラ

シをいれる」などをあげた組合もある。

ところで，作業班員にＩターン・Ｕター

ン者が「いる」組合は５８.０％であり，大都

市をかかえる地域で高くなっているのに対

し，北海道や東北では２０～３０％と低くなっ

ている。

Ｉ・Ｕターン者を現在の年齢別にみると，

最も多いのは，「３０～３９歳」（４２.１％）で，

以下「２０～２９歳」（３０.０％），「４０～４９歳」

（１８.０％）となっている。

Ｉ・Ｕターン者など，林業関係新規就業者

の確保・定着をはかるために行っている施

策としては，「福利厚生制度の充実」（５９.０％，

複数回答）が一番多く，次いで「賃金制度

の改善」（３０.０％，同），「労働条件の改善」

（２８.０％，同），「通年就業体制の確立」（２６.０

％，同）である。

また，森林組合管内でのボランティア活

動による森林の管理・施業が「行われてい

る」のは４１組合である。具体的形態は，

「地域住民など個人の立場での活動」

（５６.１％，複数回答）が最も多く，次いで

「非営利法人などの団体による取り組み」

（２６.８％，同）があげられる。このほか「漁

協が漁民の森を作り手入れ」「林業体験施

設を活用した学校の先生などの林業体験」

「県が漁民からボランティアを募集」など

もある。「企業単位でのボランティア活動」

としては，和歌山県中津村にユニチカ労働

組合が「企業の森」を設け，労働組合の組

合員がボランティアで森林づくりに取り組

んでいる事例もみられる。

約４割の組合でボランティア活動を実施

しているものの，その効果等については肯

定的評価をする組合と否定的評価をする組

合がほぼ同じ割合であるのが現状である。

すなわち，森林の管理・施業がボランティ

アの手によって行われることについては，

「多くの人に森林や林業に対する理解をも

ってもらうよい機会となる」（６０.０％，複数

回答）とする組合が多いが，「ボランティア

の人では，十分な管理・施業が行われなか

ったり危険が伴ったりするので，あまり好

ましくない」（５０.０％，同），「森林の管理・

施業は，本来森林組合が行うべきものであ

り，ボランティアなどに安易に頼るべきで

はない」（３１.０％，同）という否定的な意見

も多い。「作業班員の不足を補う有力な力

になる」（３.０％，同）とする組合は少数で

ある。このほか，「森林管理は技術が必要
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第1図　作業班員などの募集方法（複数回答）�
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なのに，誰にでもすぐにできると誤解され

ている」「ボランティア団体との事前打ち

合わせなどに時間がかかりすぎる」とする

組合もある（第３表）。

組合管内の森林所有者のうち，不在村所

有者数の割合（加重平均）は全国で２１.０％

だが，割合が高いのは，北海道（５３.０％），

近畿（３２.０％），東海（２８.０％）で東北（１６.０

％），北陸（１６.０％），関東・東山（６.０％）

は相対的に低く地域差が大きい。

不在村所有者に対する働きかけの方法は,

「電話での呼びかけ」（５０.０％，複数回答）が

一番多く，次いで「定期刊行

物の送付」（３４.０％，同），「ダ

イレクトメールの送付」（３４.０％，

同）であり，このほか，「管

内在住の親戚から連絡」「不

在村所有者の自宅に直接訪ね

て説明」「不在村所有者に対

するアンケート調査の実施」

などを行っている組合もみら

れる（第２図）。

これらの働きかけに対する不在村所有者

からの反応がある割合は，「電話での呼び

かけ」（８２.０％，複数回答），「ダイレクトメ

ールの送付」（７６.５％，同），「不在村所有者

の多い地域での組合独自の説明会」（８１.８％，

同），「組合に招いての説明」（８３.３％，同）

と８割前後の組合で何らかの反応がある。

不在村所有者から森林組合への具体的要

望は，「所有森林の管理・施業委託」（７５.０％,

複数回答）が圧倒的に多い。ついで「森林

管理・施業についての技術指導」「所有森

林についての定期的な状況連絡」の順であ

る。このほかでは，「森林の売買について

の相談」「森林の境界の確認」をあげた組

合もある。

森林組合員の資金需要に対して，地元の

農協がどのような対応をしているのかを中

心に，農協との連携の視点から調査を行っ

た。
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第3表　ボランティア活動の有無と森林の管理・施業について（複数回答）�
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５　森林組合の不在村所有者対策について

――働きかけは，5割の組合が

「電話での呼びかけ」――

６　農協との連携

――森林組合の組合員の

約8割は農協の組合員――

第2図　不在村所有者に対する働きかけ方法（複数回答）�
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森林組合の組合員が農協組合員

にもなっている割合が平均８割弱

で，その割合別の組合数の分布は

「８割未満」２８組合，「８割」３０組合，

「９～１０割」が４２組合である。

次に，組合員の農協からの借入

が，「ある」組合は１２.０％であり，

「ない」３９.０％，「わからない」４７.０

％，「現在はないが，過去にあった」

２.０％である。「ある」場合の資金使

途は，「生活資金や営農資金」（６１.５

％が大半で，林業関係の資金は少な

いが，なかには「素材生産にかかる運転資

金」をあげた組合もみられる。

このように組合員が制度資金を含む林業

資金の資金を農協から借り入れることにつ

いて，森林組合では，「農協で対応しても

らえるのであれば，森林組合としては可能」

（７４.０％）とするものが圧倒的に多いが，

「不可能」（１６.０％）や，「その他」（９.０％）

をあげる組合もある。「その他」の具体的

内容は「実務的には可能だが，森林組合も

金融事業をやっているので組合で取り扱い

たい」「可能かどうかは，金利などの農協

の対応条件による」「組合員が利用しやす

くなるのであれば可能」などである。

「不可能」とした組合の理由は，「農協の

組合員でない山林所有者には，農協は融資

できないのではないか」「森林の担保評価

や現地調査が，農協では難しい」「林業関

係資金の窓口は，森林組合が基本であるべ

き」「農協に申し込んでも，森林の担保価

値が無いなどの理由で農協は融資しないの

ではないか」などであった。調査の結果か

らは，農協組合員になっている者の割合が

高くなるほど，「可能」とする割合が高く

なる（第４表）。

なお，森林組合と農協が連携して実施し

ている事業は，「特にない」（８４.０％）とす

る組合が圧倒的に多かったが，「ある」

（８.０％）と回答したところでは，「加工販売

事業を共同で実施」「森林組合の作業班に

よる農作業の受託」「農協が関与している

農作業受託会社などによる森林管理・施業

の受託」などがみられる。

第１５回にあたる今回の調査は，「森林・

林業基本法」が施行されて２年目に入り，

国民の間に森林の多面的機能についての理

解が急速に浸透しつつあり，高知県が「森

林環境税」としての取組みを決定している

ほか，多数の県等が財政支援や独自課税な
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どの具体的検討を開始しているなかでの調

査である。

調査結果から，「山の守り手」としての

国民の期待に応えるために，必要な人・財

源の確保，森林所有者への働きかけなどに

ついて，大方の森林組合が，依然として対

応に苦慮している様子が読みとれる。しか

しながら，「下流域自治体等との連携によ

る森林整備財源の確保」「採用・研修体系

の整備による意欲的な森林技術者の確保」

「不在村森林所有者に対する全国規模での

働きかけ」など，まだまだ数は少ないもの

の，森林・林業の健全な維持・発展に向け

た，いくつかの新しい取組みがみられるこ

とは，今後の全国的な展開につながる動き

として注目される。

森林組合系統が取り組んでいる「森林組

合改革プラン」が，全国各地で具体的な実践

活動に移され，国民の期待に応えうる森林組

合として発展していくことが期待される。

（（財）農村金融研究会調査研究部長

林　省一・はやししょういち）


